第１号様式（第５条関係）
京都市伝福連携担い手育成支援事業補助金申請書
	（宛先）　京　 都　 市　 長
	年　　　月　　　日

	申請者の住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

	申請者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者名）
電話　 　　－


　京都市伝福連携担い手育成支援事業補助金交付要綱第５条による指定を受けたいので、以下の添付書類を添えて申請します。
〔添付資料〕
・事業計画書（第２号様式）
・事業者概要書（様式任意）
・規約、定款等（様式任意）
・構成員（役員）名簿（様式任意）

・過去２か年の決算書類
第２号様式（第５条関係）
事　業　計　画　書
１　概要
	事業名
	

	申
請
者
	所在地
	

	
	名称
	

	
	担当者
	
	部署
	

	
	電話番号
	
	ＦＡＸ
	

	
	E-mail
	


	目的
	

	事業内容
	

	本事業による障害者雇用者予定数等

· 雇用を計画している
事業者のみ記載
	雇用予定者数：　　名
〔障害種別〕
障害種別
人数
雇用時期
身体障害
年　　月～
知的障害
年　　月～
精神障害
年　　月～
発達障害
年　　月～
高次脳機能障害
年　　月～
　　※　主たる区分に記入し重複しないこと
　　※　発達障害、高次脳機能障害の欄は、手帳がなく医師の診断書で確認できる場合などに記入

	雇用形態・労働時間・労働条件等

· 雇用を計画している
事業者のみ記載

	

	本事業による市内福祉施設への委託内容等

※ 業務委託を計画している事業者のみ記載
	委託先：
業務従事予定者数：　　　名
〔障害種別〕
障害種別
人数
委託開始時期
身体障害
年　　月～
知的障害
年　　月～
精神障害
年　　月～
発達障害
年　　月～
高次脳機能障害
年　　月～
　　※　主たる区分に記入し重複しないこと
　　※　発達障害、高次脳機能障害の欄は、手帳がなく医師の診断
書で確認できる場合などに記入


	実現性
(計画の内容や実施方法、スケジュールが妥当であり実現可能か)
	

	新規性
(新しい取組で他に勧められる事業か）
(従来からの取組としても新規性が高い事業か)
	

	継続性
(補助終了後も事業継続が見込まれるか)
(かつ、将来にわたって発展していく見込みがあるか)
	

	支援の必要性
(事業者の規模や資産状況等により、市が支援する必要性があるか)
	

	事業効果
(話題性があり、事業の普及・拡大につながるか)
	

	その他特記したいこと
	


※第２号様式による記載項目を充足する場合は任意の様式で可とし、別紙を用いるなど
して、できる限り事業の詳細が分かるように工夫すること。
２　事業実施スケジュール（概要）
	作業項目等　
	4
月
	5
月
	6
月
	7
月
	8
月
	9
月
	10
月
	11
月
	12
月
	1
月
	2
月
	3
月
	備　考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）作業項目等の欄には、本事業を実施する上での作業項目（例：工事、備品購入、
事業開始予定等）を記入してください。
３　専門家に対する要望
	専門家派遣の必要性：　必要　・　不要

	(必要に〇をされた方は専門家派遣に係る具体的な希望支援内容、分野等を御記入ください。)


